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越境地域協力と国境管理
─―シェンゲン条約と人の移動の管理をめぐって―─
橋 和 (人文学部法経政策学科)
１ はじめに：問題の設定
2007年､ シェンゲン条約が適用されるシェンゲン圏は東方に拡大した｡
EU域内国境線の廃止によってヒト・モノ・カネの自由な移動を進め､
国境のない地域をめざすシェンゲン圏の拡大は､ EU域内の越境地域協
力にとっては好機となったが､ 他方でEUは近隣諸国にたいしてもビザ
を要求し､ 域外地域との国境管理を厳しくし､ またシェンゲン・インフォー
メーション・システムの導入によって入国時の監視体制を強化した｡ こ
うした国境管理の強化は､ EU域内外に跨る地域における越境地域協力
にどのような影響を及ぼすのであろうか｡
EUは､ 地域統合を進めるうえで越境地域協力 (cross-border
cooperation) の重要性を認め､ その制度化をすすめてきた｡ また､ EU
の域内地域と域外地域を結び付けて､ EUの周辺に ｢友情のリング
(The Ring of Friends)｣ (後述)を作るためにも越境地域協力の重要
を強調してきた｡ こうしたEUの越境地域協力に対する方針は､ 国境管
理の厳格化と矛盾しているように見える｡ EUは政策転換をしたのであ
ろうか｡ 本稿では､ 国境管理の厳格化の背景となっている欧州における
人の移動の変化を概観したのち､ この国境管理の厳格化が越境地域協力
におけるEUのガバナンスにどのような影響を与えるかについて考察す
る｡
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ヨーロッパにおける地域協力の動きは､ 地域統合への胎動として評価
されてきたが､ 1980年代に機能主義による統合論は後退し､ 近年､ ガバ
ナンスという観点から議論がされるようになった｡ すなわちEUのガバ
ナンスは､ ｢マルチレベル・ガバナンス｣ であるとして､ アクターの多
様性という垂直方向のガバナンスとともに､ 地域を横断する水平方向の
多様性のガバナンスの総体であるという議論がなされてきた｡ そのガ
バナンスの場となっているのが ｢地域｣ であった｡ ｢地域｣ はガバナン
スの場を提供することによって､ 多様なアクターを調整し､ 統合する機
能を持っていた｡ こうした立場に立つならば､ 地域協力は地域統合の行
き詰まりの後の現象ではなく､ EUの統合の議論の延長にあったという
見解も可能である｡
一方､ シェンゲン条約は､ EUの国境管理の一元化によって地域統合
を進めているように見えるが､ 国境管理の厳格化は域内外における越境
地域協力にとって阻害要因となったばかりか､ EUの域内においてもEU
市民と非EU市民を区別し､ 非EU市民､ すなわち ｢移民｣ をさらに合法・
非合法によって分断することによって､ 域内を一層セグメント化するこ
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 Liesbet Hooghe and Gary Marks, 	
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, Rowman & Littlefield Publishsers, Oxford 2001. 日本におけ
る議論は､ 柑本英雄 ｢欧州地域空間再編成の検証：バルト海地域グランドデザ
インVASAB2010のケース｣ 中村信吾・多賀秀敏・柑本英雄編著 『サブリージョ
ンから読み解くEU・東アジア共同体』 弘前大学出版会､ 2006年｡ 柑本の議論
は､ マークスによるマルチレベルの議論は､ 垂直方向に関するものであり､ 水
平方向の多様性に関する議論が欠如していると指摘する｡
 臼井陽一郎 ｢地域統合論の構成・その予備的考察――欧州統合研究の視角か
ら｣ 『予防外交としての環海洋越境広域経営の研究―アジア型マルチレベルガ
バナンスの創生―』 早稲田大学2004年度特定課題研究助成費報告書､ 2005年３
月｡ 他方､ EU憲法の批准がいくつかの国で否決されたという点に注目する議
論では､ 地域協力を制度的な統合には至らないための政策と見なして､ 地域協
力を統合論の中に位置づけることには批判的である｡
とになった｡ この国境管理の強化は ｢EUの要塞化｣ として非難されて
きたが､ この ｢要塞化｣ は地理的な領域だけでなく､ 空間的な領域にお
いても囲い込みがなされたということを意味する｡
越境地域協力が地理的な領域におけるスケールの組み替えを行うこと
によって､ ウエストファリア体制の変化を促したことは明かであるが､
さらに､ シェンゲン・システムによる ｢人の移動｣ の管理は､ ｢人の移
動｣ を地理的な領域から切り離すことによって､ 空間的な領域において
あらたなスケールを必要とするという状況をもたらせた｡ これは､ 国家
が地理的な領域とその領域にいるヒトの管理を一元的に行っていた状況
を大きく変化させるものである｡ こうした空間における分断､ すなわ
ち ｢人の移動｣ の管理によるEU市民と非EU市民との分断は､ EUの域
内外の統合を謳ってきた越境地域協力にどのような影響を及ぼすのであ
ろうか｡ またこうした ｢人の移動｣ の管理はEUのガバナンスにおいて
どのような変化をもたらすのであろうか｡
人の移動の管理については､ EUの域内の自由な移動の進展とEU市民
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 これは､ 国内における移民や難民の受け入れに関して管理制度がなかったと
いう意味ではない｡ 国内における人の移動の管理は､ 近代にもすでに存在して
いたが､ それぞれの国家の事情を踏まえたものであった｡ これに対してEUに
おける一括した国境管理はそれぞれの国家の事情を踏まえたものとはいえず､
それにもかかわらずそれに縛られるために､ それぞれの国家や地域の利害との
相克が問題となってくるだけでなく､ 個人のレベルにおいても一国で制限を受
けるだけでなくEU全域において管理・制限を受けるという影響の大きさが問
題となっているのである｡ 近代における移民管理については田所昌幸 ｢国際人
口移動と国家によるメンバーシップのガバナンス｣ 遠藤乾編 『クローバル・ガ
バナンスの歴史と思想』 有斐閣､ 2010年｡
以外のEU在住者に対する管理の強化が同時に進められてきたことはす
でに明らかにされているが､ これらの議論は､ EUの国境管理政策の排
他性を論ずるものであり､ ｢第三国｣ 出身者に対する制限を俎上に乗せ
ることによって､ ｢EU市民｣ の虚構性を批判する｡ これに対して国境
管理をヨーロッパの安全保障との関連において議論するBigoやRens
van Musterは､ 構成主義の影響を強く受けており､ 1990年代にEUが
深化を遂げる過程において､ 統合を深化させるために"意図的に"移民問
題と安全保障問題を結びつけ､ 人の管理が対外関係から国内の治安問題
へと転嫁させたとして､ その過程を明らかにしている｡ これらの研究
では､ アムステルダム条約によって ｢自由・安全・正義の領域 (Area
of Freedom, Safety and Justice: AFSJ)｣ を掲げたことが､ EUの国
境管理や移民政策を大きく変化させる要因であり､ そもそも ｢自由は､
それが恐怖からの自由というネガティブなタームとして定義づけられる
ときに意味を持つ｣ という｡ したがって国境管理や移民政策は必然的
に排他的にならざるをえないと論じる｡ こうした議論は､ EUレベルに
おいてどのような意味を持つかという視点であるために､ EUと近隣諸
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 岡部みどり ｢人の移動をめぐる共同国境管理体系とEU｣ 木畑洋一編 『ヨー
ロッパ統合と国際関係』 日本経済評論社､ 2005年｡ 同じ著者による ｢リスボン
条約後のEU出入国管理｣ 日本EU学会2010年度研究大会報告用論文
中坂恵美子は､ 欧州共通庇護政策が難民の受け入れをめぐって､ 人権の観点
からは難民の庇護は必要であることは認めながらも､ 一部の国に難民の受け入
れが集中していることによってEU域内諸国間で､ またEU域外諸国との間での
責任と分担の問題として処理されようとしている点に､ 難民のみならず第三国
からの移民の問題も含めて域外からの人の移動にともなう排他性を明らかにし
ている｡ 中坂恵美子 『難民問題と 『連帯』 ：EUのダブリン・システムと地域
保護プログラム』 東信堂､ 2010年｡
 Rens van Musterは､ これをnegative solidarityと呼んでいる｡ Rens van
Muster, ., pp.123-124.
 Bigo, ., p.96.
国との関係よりもむしろ人権という普遍的な規範の観点から批判するこ
とに留まっているように見える｡
本稿は､ 普遍的な規範という観点を否定するものではないが､ 近隣諸
国との関係性において実質的な影響がどのように及んでいるのかという
観点に注目する｡
２ EUにおける人の移動
第二次世界大戦後のヨーロッパにおける人の移動は､ 概ね５つの時期
に区分できる｡
第一期は､ 戦争直後の時期である｡ 第二次世界大戦直後の人の移動は､
戦争による国境線の変更によって移動を余儀なくされたり､ 東欧諸国で
社会主義政権が成立したことによってそれを嫌って西側へ ｢亡命｣ する
人々を西側諸国が受け入れたことによって特徴づけられる｡
第二期は､ 1950年から1975年までの時期である｡ 戦後の混乱から経済
が回復するにつれて､ ドイツやフランスでは､ 労働力不足が深刻化し､
これに対応して､ 二国間協定によって､ イタリアやスペインなど南欧や
トルコ､ モロッコなど欧州域外からの移民労働者も受け入れるようになっ
た｡ ドイツでは､ 1955年にイタリア､ 1960年にはギリシア､ スペイン､
1961年にはトルコ､ と二国間協定を結び､ 労働者の受け入れを図ってい
る｡ こうして1970年代はじめには､ EEC全体で外国人労働者は3000万
人に達した｡ これらの外国人労働者は､ 協定によって一年間の就労が認
められる契約労働者 ｢ガストアルバイター｣ であり､ 定住を認められて
おらず､ 市民としてのステータスはなかった｡ しかし､ こうした不利な
状況であったにもかかわらず､ 本国の家族に送金できること､ 新しい技
術の習得の機会となることなどのメリットがあり､ 多くの外国人労働者
がEEC諸国へ流れ込んだ｡
しかし､ 1973年のオイルショックを契機にヨーロッパの経済は停滞期
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にはいり､ 外国人労働者の受け入れは相次いで中止された｡ ここから
1980代末期までが第三期である｡ ドイツは､ 国内の経済の悪化と失業率
の高まりを背景に､ 1973年に非EC諸国からの移民を禁止した｡ ドイツ
政府は､ ガストアルバイターとして働いていたトルコ人に対して帰国を
奨励し､ 帰国奨励金を与えることを約束したが､ トルコに帰国しても職
が見つかるあてもなく､ またいったん帰国するとドイツへの再入国が不
可能になることから､ トルコ人たちは帰国するよりもドイツに留まるこ
とを選んだ｡ 一方､ ドイツ政府も非EC諸国からの労働者の受け入れを
禁止したものの､ 家族の呼び寄せは禁止していなかった｡ そのため､ 失
業し送金できなくなったトルコ人労働者は帰国ではなく逆に家族呼び寄
せを行った｡ その結果､ 1973年以降もドイツにおける外国人人口は減少
せず､ むしろ増加していった｡
第四期は､ 1980年代後半から1990年代にかけての時期である｡ 東欧諸
国で社会主義政権が崩壊する1989年以降､ ｢難民｣ の地位を求めて東欧
諸国からの移民が急増した｡ これら ｢難民｣ の多くは､ 社会主義政権
下での政治的な抑圧をその理由としていたが､ 事実上は社会主義政権末
期から政権崩壊後にかけての国内の経済的な混乱から移動を試みた ｢経
済難民｣ であった｡ 次章で述べるように､ 難民の増加とその経済的な負
担に耐えきれなくなったEU諸国は､ 難民の認定基準を変更して東ヨー
ロッパからの移民を制限した｡ その結果､ 東ヨーロッパからの移民は
1992年をピークとして減少することになった｡
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 ドイツの外国人人口は1973年では約400万人であったが､ 1980年には450万人
になっている｡
 1992年､ ドイツで難民申請を行ったのは44万人､ 1993年１月から５月までに
193000人に達している｡ Kazu Takahashi, 'Political Reorganization and
Regional Cooperation in 'East Europe,' in Mikiko Iwasaki(ed.), 
	
, Lit Verlag 1995, p.121.
しかし､ この時期の東欧から西欧への人の移動は､ 受け入れ国におけ
る経済的な負担のみならず､ 移民の間でのトラブルを増加させた｡ それ
まで社会の底辺を担ってきたトルコやアフリカ系の移民に代わって､ 東
欧からの移民がその仕事を奪っていったからである｡ また比較的教育水
準の高い東欧からの移民が入ることによって､ それまで移民を社会の一
員とみなしていなかった社会は､ この文化的にもまたメンタリティーに
おいても比較的近い東欧からの移民を受け入れることによって､ 社会に
おける移民の存在が可視化されることになった｡ それまで移民を社会に
｢統合｣ しようとする動きは鈍かったが､ 移民の送り出し国である東欧
諸国がEUへ加盟することが明らかになるにつれて､ 移民の ｢統合｣ が
議論されるようになった｡ これは､ 旧移民の間で不満を生じさせたと同
時に国内の排外主義的な極右勢力の活動を活発化させることにもなった｡
第五期は､ 東欧諸国がEUへの加盟を果たした2004年以降である｡
2004年東欧諸国がEU域内地域となったことにより､ 東欧から西欧への
移動は国境の制約を受けない状況となるはずであった｡ しかし､ 新加盟
国からの急激な移民の増加によって国内の雇用関係に影響がでることを
懸念するドイツやオーストリアは､ 労働移動に関しては制限を設け､ 労
働市場の完全開放は段階的に行われることになった｡ そのため､ 新加盟
国からドイツやオーストリアへの移動は急激なものとはならなかった｡
ドイツでは､ 2004年から2007年までの外国人の人口に占める数は､ 671
万人から674万人に増加しただけである｡ 増加したのは2004年に新規に
加盟した国からの移動であった｡ 他方､ 労働市場を開放し､ 新加盟
国からの移民に制限措置を課さなかったイギリス､ アイルランド､ スウェー
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 Max Friedrich Steinhardt, ' The Dimensions and Effects of EU Labour
Migration in Germany, ' in Be´la Galgo´czi, Janine Leschkce, Andrew
Watt (eds.), EU Labour Migration since Enlargement：Trends, Impacts and
Policies, Aschgate, 2009,p.104.
デンでは､ 新加盟国からの移民が急速に増えた｡
以上のような変遷を経て､ 2009年の統計によれば､ EU全体で外国人
の人口は31,767,300人に達している｡ なかでも2004年以降急速に外国人
人口が増えたのは､ イギリス､ アイルランド､ スウェーデンに加えて､
スペイン､ イタリア､ オーストリア､ チェコ､ ハンガリー､ スロヴァキ
ア､ スロヴェニアなどである｡ ドイツやフランス､ オランダなどかつて
の移民の受け入れ国において外国人人口が減少しているのに対して､
EUの域外地域と隣接している国で､ 外国人人口が増加している｡
さらに､ こうした統計上捕捉できる人の移動とともに､ 年間を通じて
の移動でないために統計上捕捉することが難しい一時的な移動も少なく
ない｡ たとえばドイツでは､ こうした一年に満たない短期で働く人は30
万人を越えていると推測されている｡ 一時雇用の形態は､ 外国の企業
とドイツ政府間の契約に基づくもの､ 伝統的な､ 農業部門における季節
性のもの (８ヶ月まで)､ より高いレベルの研修のための一時雇用､ と
クロス・ボーダーのコミュート労働がある｡ クロス・ボーダーのコミュー
ト労働者は､ 住居を自国に維持し､ 連続して２日以上ドイツに留まらず､
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 ポーランドでは､ イギリス､ アイルランド､ スウェーデンへの移民は､ EU
加盟前は12.1％であったが､ 加盟後には42.4％と急増している｡ 他方､ ドイツ
への移民は､ EU加盟前には32.1％であったが､ 加盟後は18.9％と減少してお
り､ 人の移動は労働市場が開放されている国へシフトしていったことがわかる｡
Agnieszka Fihel and Marek Oko´lski, 'Dimensions and Effects of Labour
Migration to EU Countries: The Case of Poland,' in Be´la Galgo´czi (eds),
., p.191.
 この数字は､ EU加盟国の市民であっても自国以外に居住しているEU市民を
含んでいる｡
Population by Citizenship-Foreigners-[tps00157] Eurostat Last update
25.10.2010, http://epp.euroatat.ec.europe.eu/tgm/printTable.do?tab=table
&plugin=1&language=en...2010/10/27
 M. F. Steinhardt, op.cit., p.123.
年金や失業保険を受給する対象とならないという条件が課されているた
めに ｢移民｣ のカテゴリーには含まれない｡ しかし､ 新加盟国と国境を
接するドイツではチェコからの､ またオーストリアではハンガリーから
のクロス・ボーダーの労働移動がかなりの数に上るとみられている｡
クロス・ボーダーのコミュート労働者はEU域内のドイツーチェコ国
境､ オーストリアーハンガリーやスロヴァキア国境､ のみならず､ EU
の域内外に跨るポーランドーウクライナ国境､ ルーマニアーモルドヴァ
国境においてもかなりの数に上ると推測されている｡ Warterskirchen
によれば､ オーストリアの国境地帯の住民の77％は新加盟国からの労働
者であり､ ５年間で11万人に上ると推測されている｡ これらの地域は､
歴史的に地域の結びつきの強い地域であり､ 1990年代後半以降､ 多くの
ユーロリージョンが設置されたことによって､ 人の交流が活発化した地
域である｡ EUへの加盟が､ 日常的な人の移動を後押ししていることが
窺える｡
では､ こうした人の移動の活発化に対して､ EUではどのように対処
してきたのであろうか｡ 次節では､ 人の移動の管理に関わるEUの制度
的展開をみていく｡
	
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四)
 Ibid., p.115.
 Ewald Walterskirchen, ' The Demensions and Effects of EU Labour
Migration in Austria, ' in Be´la Galgo´czi, op.cit., p164. Walterwskirchenは､
長期的にはクロス・ボーダーのコミュート労働者は20万人を越えると予測して
いる｡
２ シェンゲン条約とシェンゲン・インフォメーション・
システム (SIS)
(１) シェンゲン条約
シェンゲン条約は､ 1985年にドイツ､ フランス､ オランダ､ ベルギー､
ルクセンブルグの５ヵ国が締結した協定である｡ この協定の目的は､ E
C域内における市場統合のために､ 国境管理を軽減しようとするもので
あった｡ しかし他方で､ 国境管理の軽減については､ 安全保障上の問題
に配慮しなければならず､ シェンゲン条約の第７条では､ ｢移民と安全
保障の分野において､ 共通の国境における管理を簡素化することによっ
て生じるであろう深刻な結果を避けるために､ すべての関係国は､ ビザ
政策をできるだけ早く接近させる努力を行う｡ 不法移民と安全を危険に
晒すような活動に対しては､ ５ヵ国の領土全体の安全の確保の必要性を
考慮しつつ､ ビザと入国管理の手続き問題について1986年１月１日から
必要な段階を追って実施する｣ (下線筆者) と規定されている｡
この規定から､ 国境管理の共通化という制度の導入にあたり､ 不法移
民の問題が課題として視野に入っていたことがわかる｡ しかし､ この条
項が第７条であるという点に鑑みると､ シェンゲン条約の目的は市場統
合のためという経済的な目的が第一にあり､ 不法移民の問題は､ それに
付随する問題としての扱いであったといえよう｡ それにもかかわらず､
この条項が注目されるのは､ 人の移動と安全保障を結びつけたという点
においてである｡ すなわち､ このシェンゲン条約によって､ それまで異
なった領域で扱われていた ｢人の移動｣ が ｢安全保障｣ の領域として認
識されるようになったのである｡
法政論叢──第50号(2011)
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三)
 Rens van Munster, , p.21.
シェンゲン協定は､ 1990年に改定される (第二次シェンゲン協定) が､
この第二次シェンゲン協定では､ ｢望ましくない外国人｣ のデータの蓄
積に言及し､ 正式な旅券を持たない移民を､ 直接的に犯罪や公的秩序､
安全保障への脅威として結びつける文言となっていた｡
すでに述べたように､ シェンゲン条約の改定の背景には､ 1989年の冷
戦終結とともに､ 東欧諸国では社会主義政権がことごとく崩壊し､ その
結果､ 多くの ｢難民｣ が西側諸国に流出し､ 西側諸国はこの対応に追わ
れたという状況がある｡ とりわけドイツでは､ 東欧諸国からの ｢難民｣
が､ 年間50万人を越えるようになり､ それまでの東からの ｢難民｣ に対
する積極的な受け入れを継続することは経済的にも､ また物理的にも不
可能となっていた｡ さらに1990年は､ 東西ドイツが統合したことによっ
て西ドイツ国民は､ いっそうの経済的負担を実感し､ その結果国内に排
他主義的な感情が高まっていた時期であった｡ それゆえに､ 冷戦の終結
後､ ｢難民｣ というカテゴリーは見直され､ 東欧諸国からの人の移動は
｢経済難民｣ として難民申請の対象とならず､ 制限されることになった｡
すなわち､ ECは､ 正式の旅券を持たず ｢安全な第三国｣ からECへ入
国した ｢難民｣ については､ 入国を認めない方針を示す一方､ ｢安全な
第三国｣ に対して国境管理の厳格化を要求した｡ 社会主義体制の崩壊に
よって ｢安全な第三国｣ となった東欧諸国は､ ECへの加盟の条件とし
て難民条約への加入と厳格な国境管理を求められた｡ その結果､ 国内で
は正規の旅券を持たない ｢難民｣ やEC諸国の難民審査を待つ難民が急
増し､ 東欧諸国はその対応に追われることになった｡ こうしたECの政
策転換によって､ 東欧諸国は難民の ｢緩衝地域｣ となり､ 国内では体制
転換期の混乱に拍車をかけることになった｡ しかし､ ECへの加盟の条
件として､ 厳格な国境管理と他方で ｢人権｣ の見地から難民条約への加
	
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二)
 Ibid., p.23. Schengen Convention 1990: article 96(2)
入と難民保護が求められる状況にあって東欧諸国は､ ECの難民や不法
移民の緩衝地帯の役割を担うことになるが､ ECへの加盟が最優先の目
標である以上､ ECの要求を拒否することはできなかったのである｡
(２) マーストリヒト条約
1992年に調印されたマーストリヒト条約は､ 域内における ｢境界のな
い領域の創設｣ とともに ｢域外国境管理､ 庇護､ 移民ならびに犯罪の予
防および犯罪との闘いに関する適切な処置と連携しつつ､ 人の自由移動
が確保される､ 自由､ 安全および正義の領域としての連合を維持発展さ
せること｣ を目的とした｡ それは､ 域内の移動の自由を確保するため
の国境管理の共通化というシェンゲン条約のそもそもの目的と同時に､
域外からの移動に対しては､ 社会を攪乱する安全保障上の脅威として取
り扱うことによって､ 域外地域に対する排他性を帯びることになり､ シェ
ンゲン条約の当初の目的は大きく変化することになった｡
マーストリヒト条約の成立は､ EUの移民政策において大きな変化を
もたらした｡ まず､ マーストリヒト条約では､ 共通外交安全保障政策
(CFSP) が導入された｡ これは､ それまでのECが経済領域における共
同体を目指したものであったのに対して､ 政治分野とりわけ政府の専管
事項とみなされてきた外交分野においてもEU諸国が共同歩調をとるこ
とを謳ったものである｡ CFSPは経済領域と比較するならば拘束力は強
いものではないが､ 外交という領域に踏み込んだことはEUの一体性・
凝縮性を高めるうえで大きな意味をもつものであった｡ このことによっ
て､ EUの移民政策は､ イギリスやアイルランドなどシェンゲン条約の
加盟国以外の国においても適用されることになった｡ すなわち､ ｢域外
国境管理､ 庇護､ 移民ならびに犯罪の予防および犯罪との闘い｣ は､
法政論叢──第50号(2011)
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 欧州連合条約第２条 (連合の目的) (旧B条)
EU加盟国すべてにおいて共通の目的となった｡ EU域外から域内への人
の移動に関する対応は､ シェンゲン条約とマーストリヒト条約は同じも
のではなかったにもかかわらず､ ｢域外国境管理｣ がマーストリヒト条
約に組み込まれることで同一視されるようになった｡ そして､ これ以降､
シェンゲン条約は域内移動の自由の保障という目的よりも､ 域外からの
｢不法な｣ 移民を阻止することがその主要な目的となったのである｡
このようなシェンゲン条約の目的の変化は､ すでに述べたような冷戦
終結直後の東からの大量の ｢難民｣ を背景として､ 生じたものであった｡
しかし､ 移民の流れを止めるという目的は､ 統合の深化を進めようとす
るマーストリヒト条約によってEU全体の問題として捉えられるように
なり､ さらに移民そのものを脅威として捉えるという考え方に転換して
しまったのである｡
(３) アムステルダム条約
1997年に調印されたアムステルダム条約は､ 1999年５月１日からEU
条約として発効した｡ 人の移動と難民に関する項目はEU条約の第６編
(TitleⅥ) から第４編 (TitleⅣ) に移行し､ シェンゲン条約に規定され
た協力がその条約に組み込まれることになった｡
シェンゲン協力とされる内容は､ ①共通国境におけるチェックの廃止
とそれに代わって域外国境における国境チェックの導入､ ②域外国境を
越えるための条件､ 統一規則とそこにおけるチェックの手続きに関する
共通化､ ③シェンゲン圏内において旅行する人々と域外諸国から入国す
	
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〇)
 アムステルダム条約のうち欧州共同体設立条約 第Ⅳ編 査証 (ビザ)､ 亡
命､ 移民および人の移動の自由に関するその他の政策､ 第61条 (旧73i状) お
よび62条 (旧73j条) において､ 理事会が５年以内のこれらの措置を策定する
こととなっている｡
る人々を空港や港湾において分離すること､ ④短期滞在のための入国の
条件とビザの調和､ ⑤国境監視の諸機関の調整 (リエゾン・オフィスと
スタッフの教育と訓練)､ ⑥不法移民を撲滅するための手段について運
輸会社の役割の定義､ ⑦一ヵ国から他の国へと移動するすべての非EU
市民に対して申請書の提出を要求する､ ⑧難民からの申請書を審査する
履行義務を行使するための規則を作成する (2003年にダブリンⅡ規則に
移行したダブリン条約)､ ⑨監視のためのクロス・ボーダーの権限
(right) とシェンゲン諸国における警察力の厳格な遂行､ ⑩より迅速な
犯罪人引き渡しとより迅速な犯罪判決の執行に関する情報の提供による
法的協力の強化､ ⑪シェンゲン・インフォメーション・システム (SIS)
の創設である｡
これらの内容から明らかになることは､ 域外からの ｢不法｣ 入国者の
排除という目的が､ アムステルダム条約によって一層明確に規定される
ことになったということである｡ いわゆるシェンゲン・メカニズムは､
国境管理を厳格化するための諸制度の導入を規定し､ 各国に委ねられて
きた国境管理をEUレベルで統合的に実施するための具体的な方策であ
り､ シェンゲン・インフォメーション・システム (SIS) の創設は､ そ
の象徴であった｡
しかし､ アムステルダム条約における大きな変化は､ 国境管理の手続
きだけでなく､ 移民に対する考え方においても見ることができる｡ すな
わち､ アムステルダム条約は､ EUの三つの柱のひとつにJHA(Justice
and Home Affairs)を掲げ､ ｢自由・安全・正義の領域を確立するため
に､ 犯罪､ テロ､ 不法移民のような ｢脅威｣ に対してEU市民を守る｣
と規定されている｡ マーストリヒト条約では自由・安全・正義の領域を
確立するための政策は ｢域外国境管理､ 庇護､ 移民ならびに犯罪の予防
法政論叢──第50号(2011)
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 http://europa.eu/scadplus/leg/en/lvb/133020.htm 2009/06/01
および犯罪との闘い｣ という文言で移民と犯罪は同列ではあるが､ 同一
にはなっていない｡ しかしアムステルダム条約では､ ｢不法移民のよう
な脅威｣ という文言となっており､ 移民がただちに脅威と結びつくよう
な認識が窺えるのである｡
また､ アムステルダム条約のこの規定が第6編から第4編に移動したと
いうことは､ マーストリヒト条約において人の移動の管理がCFSPとい
う領域であったのに対して､ JHAの領域に移動したということ､ すな
わち内務問題とされていることを意味する｡ すなわち､ マーストリヒト
条約における国境管理や移民問題はCFSPでの扱いであり､ それは外務
関連問題と位置づけられていたため､ これらの問題に対してEUとして
は共同行動を取るが､ それぞれの国内の政策を強く縛るものではなかっ
た｡ しかし､ JHAの領域に移されたことによって､ 国内における人の
移動の管理にEUとして関与することが了解されたことになる｡ 人の移
動は､ 単なる出入国審査ではなく､ EU域内の秩序維持を目的とする管
理となり､ 理事会は ｢連合内の犯罪を防止し､ これと闘うことによる高
水準の安全を目的とした､ 刑事問題での警察及び司法協力分野における
措置｣ を行うとその役割が強化された｡ 人の移動､ とりわけ非EU市
民の移動は治安を脅かす要因として認識され､ 監視の対象となったので
ある｡
さらにアムステルダム条約では､ シェンゲン・アキが明記され､ 加盟
国候補国はシェンゲン条約とそれにともなう一連の国境管理システムの
受け入れが義務化されたのであった｡ こうして､ EUの国境管理は､ 国
境におけるパスポートチェックという技術的な領域から､ EU理事会で
対応する議題となり､ さらにJHAの領域での対応と位置づけられたこ
とによって､ EU委員会で扱われる問題となり､ 域内における警察活動
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 欧州連合条約第61条【人の移動のための措置】 (e)
をも含むものとなっていった｡ さらに加盟候補国､ とりわけ東欧諸国に
とっては､ 加盟以前においてもEUの国境管理を受け入れることを余儀
なくされ､ 自らの東部国境地域との関係において従来の関係性を見直さ
ざるを得なくなったのである｡
３ 共通ビザの導入とシェンゲン・インフォメーション・
システム (SIS)
EUはアムステルダム条約以降､ EU規則によって､ 国境管理を共有し､
共通ビザの導入をはかった｡ 共通ビザの導入は､ EU域内では入国管理
の簡素化として捉えることもできるが､ 国境管理に関するEUレベルで
の統合は様々な制度によって強化されることになった｡
すでに述べたように､ シェンゲン・インフォメーション・システム
(SIS) は､ 各国が国境管理と税関の手続きに責任をもち､ 不法入国者
に対してそれぞれの国家の権限のなかで取り締まりを行うと同時に､
EU域外からの入国者の情報を一元的に管理するものである｡ 対象とな
る情報の項目は､ (a)姓名､ 偽名がある場合には別に記載､ (b)客観的
でパーマネントな特徴､ (c)二番目の名前の頭文字､ (d)誕生日および出
生地､ (e)性別､ (f)国籍､ (g)関係する人物が武装しているかどうか､
(h)関係する人物が暴力的かどうか､ (i)報告の理由､ (j)取られた措置
の10項目である｡ これらの情報はSISⅡデータベースとして共有され
る｡ 各国は､ これらの情報を中央システム (Central SISⅡ) に通報す
る義務を負うことになった｡ このSISシステムの機能強化は､ 2004年の
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 イギリス､ アイルランド､ デンマークなど旧加盟国にはシェンゲン条約にか
かわる内容についてはオプト・アウトが認められている｡
 Schengen Information System Title Ⅳ Article 94.3
委員会規則 (ECNo871/2004と2005年の委員会決定2005/211/JHA)
において ｢特にテロリズムに対する闘いのために｣ という目的で進めら
れた｡
このデータベースに加えて､ 実務レベルの管理の強化を図るために､
2004年にFrontexを設立することが決定された｡ Frontexは,正式名称は
European Agency for the Management of Operational Cooperation
at the External Borders of the Member States of the European
Union である｡ この機関の設立は､ EU域外地域との国境管理に際して
EUとして統一的なレベルで管理を行うために､ とりわけ2004年に新規
に加盟した国家に対してサポートを行うことが目的であった｡ そこでは､
リスク・アセスメントの統一化､ 新規加盟国で国境警備隊の研修､ 国境
における管理と監視に関するモニターリサーチなど技術的な支援がその
おもな任務となっており､ 2005年５月１日から活動を開始している｡
Frontexが対象としたのは､ 陸上の通過ポイントに留まらず､ 空港や
海上における警備も含まれる｡ とりわけEUの南の海域における警備に
関しては､ 沿岸パトロールネットワーク (Coastal Patrol Network)
を設立し､ カナリー諸島と地中海における日常的な監視に乗り出し
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 Council Regulation(EC)No871/2004 of 29 April 2004 concerning the
Introduction of some new functions for the Schengen Information
System, in particular in the fight against terrorism, Council Decision
2005/211/JHA of 24 February 2005 concerning the introduction of some
new functions for the Schengen Information System, in particular in
the fight against terrorism, http://europa.eu/scudplus/leg/en/lvb/1331
98.htm 2009/06/01
 Council Regulation (EC)No2007/2004 of 26 October 2004 establishing
a European Agency for the Management of Operational Cooperation a
t the External Borders of the Member States of European Union, http:
//europa.eu/scadplus/en/lvb/133216.htm 2009/06/01
た｡
このようにして､ EUは､ ビザ管理システムであるVIS, 情報管理シス
テムであるSISⅡとFrontexの三つのシステムをセットとして国境管理
を強化した｡ この国境管理を強化した目的は､ ｢特にテロリズムとの闘
い｣ を掲げているが､ 2004年､ 2007年に新たに加盟した旧東欧諸国から
の人の移動を管理し､ 制限することが主たる目的であったと考えられる｡
これは､ 海岸警備活動がカナリー諸島と地中海に限定されており､ 北部・
西部の海域が対象となっていないことからも明かである｡ EUでは､ 新
規加盟国における国境管理の脆弱性を懸念し､ 直接てこ入れを図ったの
であった｡
こうしたEUの国境管理の強化は､ EU域外の諸国にも影響を及ぼすこ
とになった｡ それまでビザが導入されていなかった近隣諸国にも厳格な
国境管理が適用されることになったからである｡ たとえば､ ポーランド
とウクライナ､ ルーマニアとモルドヴァは､ 社会主義時代の関係から､
またそれ以降も同じ民族が両国にまたがって住んでいるという状況から､
両国の間でビザを導入していなかった｡ しかし､ ポーランドとルーマニ
アがEUの加盟候補国となった時点から､ 両国はシェンゲン・アキを受
け入れ､ EUの域外地域であるウクライナやモルドヴァとの間で､ 国境
管理を強化するとともに､ ビザが導入された｡ また新加盟国に対しては
国境管理の強化のためにEUからの補助金が提供された｡
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 Reinforcing the management of the EU's southern marintime borders,
http://europa.eu/scadplus/leg/en/lvb/114541.htm 2009/06/01
 EUは､ こうした警備活動は､ 不法移民を防止するだけでなく､ 難民を保護
し､ 共同で監視活動を行うことによって近隣諸国との対話を促進するとそのメ
リットを強調する｡ Ibid.
 たとえば､ EUは2004年から2008年の５年間の予算では､ ２億5000万ユーロ
を移民と難民対策費として第３国への援助にあてている｡ Bigo, p.85.
この共通ビザは､ 滞在日数に応じて費用が異なっており､ トランジッ
ト・ビザが10ユーロであるのに対して､ 一年有効のマルチ・ビザでは50
ユーロ､ ５年間のマルチ・ビザを取ろうとすると200ユーロを支払わな
ければならない｡ これによって､ EUの域内外を移動する人々にとっ
ては大きな負担が生じることになった｡
さらに､ SISは､ 個人情報がEUレベルで共有されることによって､
EU域外の人間にとってはEUの域内における移動記録が常に監視されて
いる状況を生み出していると同時に､ 地方自治体､ とりわけEU域外に
接する国境地域に位置する地方自治体では､ 不法移民の取り締まりのた
めに警察活動が活発化され､ 不法移民に関する情報をSISに伝える役割
が課されることになった｡
４ 越境地域協力と国境管理
EUの国境管理の厳格化は､ EUの域内外に跨るユーロリージョンにとっ
ては､ 困惑をもたらした｡ すなわち､ EUは､ ｢近隣諸国政策｣ や ｢ワイ
ダー・ヨーロッパ｣ を掲げて､ EUと近隣諸国との友好的な関係を発展
させることがEUの発展と安定にとって不可欠であることを繰り返し主
張してきた｡ さらに2004年､ EUは地域協力の法的な枠組みとして
	
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 EUのビザは６種類あり､ エアポート・トランジット､ トランジット､ 短期
滞在､ 長期滞在､ ５－50人までの集団､ ５－50人までの集団で30日以内で１回
ないし２回の入国､ ５－50人までの集団で２回以上の入国となっており､ それ
ぞれにビザに支払う金額は異なるが､ 個人が複数回出入国を繰り返す場合が一
番高額となっている｡ Bigo, p.249.
 Communication from the Commission to the Council and the European
Parliament: Wider Europe - Neighbourhood: A New Framework for
Relations with our Eastern and Southern Neighbours, Brussels, 11.3.
2003. COM(2003)104 final.
｢欧州近隣諸国政策戦略ペーパー｣ を採択した｡ これは､ EUの外延地域
に位置する東欧､ 南コーカサス､ 地中海地域の諸国を対象としており､
EUの境界線が地域の新たな ｢分断線｣ とならないために近隣諸国との
関係を強化しようとするものであった｡ 新たな分断線に対する懸念を払
拭するために､ EUはEUの外延に位置し､ EUと価値を共有する国家を
｢近隣諸国｣ として特別な関係を築くことによってEUの領域の外側に
｢The Ring of Friends｣ を形成するというものである｡
｢近隣諸国イニシアチブ｣ と名付けられたプログラムは､ 経済的・社
会的繁栄をEUとともに享受しようとする地域に対して民主化や環境問
題､ 国境管理の強化などでEUと協力することを条件にEUが援助を行う
ものであり､ 越境地域協力 (CBC) などの地域協力の制度化を進める
ことによって､ EUの域内外の格差を是正し､ 繁栄を共有するパートナー
シップの確立することを目的としていた｡ とりわけ､ CBCに関しては､
European Neibhbourhood & Partnership Instrument, Cross-Border
Cooperation Strategy Paper 2007-2013 Indicative Programme 2007-
2010 と題する文書を出し､ その意義を強調している｡ その戦略ペーパー
において､ EUは､ CBCの目的として①共通の国境に位置する地域とし
て経済的・社会的発展を促進する､ ②環境・公衆衛生・組織的犯罪の防
止という分野におけるチャレンジ､ ③効率的かつ安全な国境､ ④ローカ
ルな人対人の活動の促進の４項目が掲げられ､ EUの外延境界線の両側
で持続的な発展を支援すること､ この境界線の双方で格差のある生活水
準の差異を減少させること､ EUの拡大後の地域､ もしくは陸と海の境
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 橋和 ｢地域協力の変容とEUの近隣諸国政策｣ 多賀秀敏編 『EUサブリージョ
ンと東アジア共同体――地域ガバナンス間の国際連携モデル』 (研究報告書)
2009年3月｡
 越境地域協力については､ 橋和・秋葉まり子 『EU統合の流れの中で東欧
はどう変わったか：政治と経済のミクロ分析』 弘前大学出版会､ 2010年｡
界線を横断する地域間で近接性がある場合にはチャレンジと機会を提供
することが謳われている｡ すなわち､ EUが周辺諸国との間で､ 加盟の
可能性を排除したとも受け取れる近隣諸国政策の導入のなかで､ ＥＵへ
の包摂する/されるためのツールとしてCBCの重要性が明確に示されて
いたのである｡
こうした観点から､ EUはクロス・ボーダーで日常的に移動している
人や乗り物に対しては､ 特別な配慮をしなければならなかった｡ EUが
取った政策は､ クロス・ボーダーの移動に関して特別な対応をすること
であった｡ すなわち､ EUと域外近隣諸国との交通に関してはシェンゲ
ン条約の一部を修正した｡
このシェンゲン条約の一部を修正する規則では､ ｢(国境を超える人に
対する) 基準や条件は､ 国境を越えることに理由のある､ 真の国境地域
の居住者にとって容易なものでなければならないが､ 他方で不法移民や
犯罪行為によって引き起こされる安全への潜在的脅威との間でバランス
を取らなければならない｣ という認識に基づき､ 国境地帯に居住して
いる人や車両については､ ローカル通行許可証を発効することを認めた｡
ここでは､ 国境地帯に居住するというのは国境線から30㎞以内､ 地形に
よっては50㎞までの地域に､ ２年以上住んでいるという条件が付いてい
る｡ これらの人については､ EU加盟国とその隣接国との間で二国間条
約を締結することによって､ ローカルな通行許可証を発給することが可
能であるとされている｡ このローカルな通行許可証は国境地域のみにお
いて有効であり､ 国境地域以外での適用はなく､ もしこれが守られなかっ
	
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 Regulation(EC)No1931/2006 of the European Parliament and of the
Council of 20.December 2006 Laying down rules on local border traffic
at the external land borders of the Member States and amending the
provisions of the Schengen Convention, 	
	

L405/1 30.12.2006
た場合にはペナルティーが科されることになっていた｡ また､ この通
行許可証の発行に際しては､ 短期のマルチの代金より多くの金額を取っ
てはならない､ もしくは無料でも構わないとしており､ ローカルな人々
の生活への配慮がなされていた｡ さらに国境の通過が生活の妨げにな
らないように､ 日常的に国境を横断する人のための専用のゲートを設け
たり､ 国境警備員と顔見知りである人については､ 不定期なチェックで
構わないとしている｡ またEUの生態認証チップの入ったパスポート
を持っている人については､ 国境チェックを省略することも可能となっ
ている｡
このクロス・ボーダーに対応するローカルな通行許可証制度が導入さ
れたことは､ EUがSISによる統一的な国境管理と合わせて､ 越境地域
協力に配慮せざるをえなかったからといえるであろう｡ しかし､ それと
同時にいくつかの問題点が浮かび上がってくる｡
まず､ この制度はシェンゲン条約の一部修正であり､ シェンゲン条約
が主たる条約である｡ ｢国境管理｣ が目的であるために､ ローカルな通
行許可証を得るための前提として､ 二国間協定を締結しなければならな
い｡ 二国間協定によって具体的に許可する内容が決められるということ
は､ 地域間のニーズを反映できるという点で評価できるものの､ EU域
外国は､ この二国間条約の締結のために ｢リアドミッション (入国不適
格者の引き取り)｣ を認めなければならないという条件がついている｡
リアドミッションは､ EUに隣接する国を通ってEUに入国したのち入国
資格がないことが明かになった時､ パスポート等の公式なドキュメント
を持たない人は通過国が引き取らなければならないという制度である｡
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 Ibid., ChapterⅢ, Article7.3.
 Ibid., ChapterⅢ, Article11
 Ibid., ChapterⅤ, Article 17.3
すなわち､ クロス・ボーダーへの配慮は､ EUの域外地域からの人の移
動の管理について域外国に大きな責任と負担を負わせるものであっ
た｡
また､ ローカルな通行許可証の発行は二国間協定に基づくものである
ため､ それぞれの国家の意向が強く反映されることになる｡
ポーランドでは､ EU加盟に合わせて国内法を改正し､ 外国人労働者
はEU市民か第三国市民に分類されることになった｡ 第三国市民と分類
された人がポーランドで働くためには､ そのポストにポーランド人労働
者が就く可能性があるかどうかを雇用者がチェックし､ 地方政府に雇用
申請の審査を求め､ 事前の許可を得たら､ ビザを申請し､ 住所を定めた
のち､ その情報を地方政府に通知し､ その後労働者と契約を締結すると
いう複雑な手続きが必要となる｡ しかし､ ポーランドはこの第三国市民
というカテゴリーにサブカテゴリーを設けて､ 国境を接しているウクラ
イナ､ ベラルーシ､ ロシアの市民については､ 選別的な配慮を行ってい
る｡ すなわち､ これらの市民に対しては､ 労働許可証の発効のための複
雑な手続きを免除し､ １年間に６ヶ月以内であれば労働許可を取らずに
働くことができるという特例を設けている｡ また､ 2007年９月には
｢ポーランド人カード (Karta Polaka)｣ を導入し､ アルメニア､ アゼ
ルヴァイジャン､ ベラルーシ､ エストニア､ グルジア､ カザフスタン､
	
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 たとえば難民の受け入れについても､ 負担の問題が議論されており､ 難民の
希望する国が数カ国に偏っているという観点から受け入れの少ない国は経済的
な費用の負担を行うという政策をとりつつある｡
 Robert Szewczk and Joanna Unterschu¨tz, ' Labour Emigration:
Government and Social Partner Policies in Poland,' in EU Labour
Migration since Enlargemanet, op. cit., p.214. ポーランドは､ 難民､ ポー
ランド市民の家族､ 国際的な軍隊の教員や軍人 (NATOやPKO部隊など) に
対しても労働許可を免除している｡
キルギスタン､ リトアニア､ モルドヴァ､ ロシア､ タジキスタン､ トル
クメニスタン､ ウクライナ､ ウズベキスタンの市民で､ ポーランド語､
ポーランド文化と伝統を持っている人や､ ポーランド人の家系であるこ
とが証明できれば､ 労働許可の取得から免除されることになった｡ これ
らの人たちは､ かつてポーランドとの間でビザが免除されていた諸国の
市民である｡ また､ ポーランドはこれらの人に対して､ 労働許可の免除
のみならず､ ポーランドで起業する際にも簡単な手続きで行うことがで
き､ 鉄道運賃や博物館のチケットの割引など､ 他のEU市民よりも有利
な待遇を与えている｡
こうしたポーランドの対応は､ ＥＵ加盟によってシェンゲン・アキの
受け入れを余儀なくされた結果､ それまでビザを免除してきた近隣諸国
へもビザが導入されたことに対して､ 実質的に国境線を低くしようとす
る政策であったと言えよう｡ その背景となっているのは､ EU加盟を果
たした2004年以降､ ポーランドでは､ 大量の労働流失が起こっており､
とりわけ東部国境地域では労働力不足が生じるまでになっていたという
状況がある｡ その穴埋めをしているのが近隣諸国からの労働者であり､
そのためにポーランドでは､ 国境管理よりも労働力の流動性を重視した
のである｡
他方､ ルーマニアでは､ 国境管理は強化される傾向にあった｡ EUは
ルーマニアのEU加盟が具体化した2002年から､ ルーマニアに対して国
境管理の厳格化を要求してきた｡ ルーマニア政府は､ すでに2001年から
国境での入国審査を復活させていたが､ 2004年からはウクライナにたい
してビザを導入した｡ また､ ルーマニア政府は､ 外国に在住するルーマ
ニア人に対してルーマニアのパスポートを発行しており､ 隣国モルドヴァ
に在住するルーマニア人はこのルーマニア政府の発行するパスポートに
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 Ibid., pp214-215.
よってルーマニアとモルドヴァを行き来していたが､ このパスポートの
発行にも消極的になった｡ この結果､ モルドヴァからルーマニアに入国
しようとする人は､ 2007年以降はEUのビザを取得しなければならなく
なったのである｡ 日常的に国境を越えていた人々は､ 小農民や小さな商
売を営む人たちであり､ 高額なビザの代金を払うことができず､ 国境を
越えることを断念せざるを得なくなったのである｡
EUはSISの導入とともに､ ローカルな通行許可証の発行をそれぞれ
の政府に可能とする規則を導入したが､ このローカルな通行を可能とす
るためには､ 相手国がリアドミッションを認めることが前提となってい
る｡ EUへの流入圧力の強い国においては､ リアドミッションによる負
荷を回避するために､ ローカルな地域の利害は国家の論理に従属させら
れてしまったのである｡
５ おわりに
EUは､ SISの利点として､ 認証制度の導入によって人の移動はより
スムーズとなるとことを強調する｡ しかし､ 移動制限を受けないのは
EU市民であって､ EU域外に住む人にとって負担は増える｡ さらに､ 共
通ビザ制度は､ それまで密接な関係を築いてきた隣国との関係を切り崩
すことになった｡ EUは､ SISを拡大するにあたり､ 国境地域から30㎞
以内のローカル・トラフィックについては､ 国家間の協定によってロー
カル国境通行許可証の発行を可能とするという規則を設け､ CBCに配
	
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 Gabriel Popescu(2006), `Geopolitics of Scale and Cross-Border Cooperation
in Eastern Europe: The Case of the Romanian-Ukrainian-Moldovan
Borderlands,' in James Welsley Scott(ed.), 	
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, Ashgate.
慮したものであること強調している｡ しかし､ 現実には､ こうした政策
はCBCを進めるにあたり十分に機能するには至っていない｡ なぜなら
ば､ ローカル国境通過証の発行のためには関係する二国間で協定が締結
されていることが必要であり､ そのためにはEU加盟国でない国はリア
ドミッションをうけいれなければならない｡ ローカルな国境管理レジー
ムが十分に機能するためには国家が積極的に関与することが前提となっ
ているのである｡
東欧地域におけるCBCは､ 1990年代に冷戦期に東西分断線上に位置
していた地域で開始され､ 冷戦によって分断された ｢地域｣ を復活させ
たいという市民の願いが込められていた｡ したがって､ CBCは地域に
おける ｢和解｣ のプロセスでもあった｡ それゆえに､ 経済的な効果が認
められない地域においても､ 人々はCBCを進めてきたのであった｡ そ
こには国家に翻弄された人々が､ 自らの手で国家を乗り越えようとする
意思があった｡ また地域主導で展開されたCBC/ユーロリージョンの活
動は､ 地域が国家や州政府､ 私企業やNGOといった多様なステークホ
ルダーを取りこむことによって地域の論理を実現していくプロセスであっ
た｡ このプロセスを実現させているのが､ 国境を越える人の移動であり､
それによって地域における人々の繋がりが創られていく｡ すなわち､ 人
の移動の自由を保障することは地域のガバナンスにおける重要なツール
である｡
しかし､ 域外から移動する人々を ｢脅威｣ と捉えるだけでなく､ 監視
体制を強化することは､ ひとつの地域としてガバナンスを行おうとする
CBC/ユーロリージョンにとって国境線という可視的な分断線とともに
人の所属による分断という新たな分断線を持ち込むことになる｡ ローカ
ルな通行許可証は対処療法の一つではあるが､ 非EU市民に対する移動
の制限や監視から外されるわけではないし､ 隣接する二国間の合意が前
提である｡ またSIS､ VIS, Frontexという国境管理のツールは国境線に
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位置する地域にとって､ ローカルな機関がEUレベルの対応の責任を担
わされるというだけでなく､ 入国審査をめぐる対立の現場にもなり､ 地
域は再び対立の場へと引き戻される危険性を孕んでいる｡
EUの国境管理が､ シェンゲン条約の変遷のなかで､ 安全保障の領域
として位置づけられる時､ 越境地域協力は､ 人の移動の管理が地域にお
けるあらたなフラグメンテーションとなることを避けるための別のスケー
ルを必要としている｡
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